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第 393 回三木市議会定例会提出議案の概要 

 

 第 393 回三木市議会定例会（令和 8年 6月 1日開会）に提出する議案 7件（補正

予算関係 1件、その他 6件）の概要は次のとおりです。 

 

１ 補正予算関係 【別添「令和 8年度 6月補正予算（案）の概要」参照】 

(1) 第 30 号議案 令和 8年度三木市一般会計補正予算（第 1号） 

 

２ その他 

(1) 第 31 号議案 工事請負契約の締結について（教育施設課） 

市立緑が丘東小学校大規模改修工事（2 期工事）請負契約の締結について、

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の規定によ

り、議会の議決を求めるもの。 

(2) 第 32 号議案 工事請負契約の締結について（生涯学習課） 

   三木市中央公民館等複合施設整備事業設計施工一括工事に係る契約の締結

について、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

の規定により、議会の議決を求めるもの。 

(3) 第 33 号議案 土地の取得について（環境政策課） 

次期ごみ処理施設の整備に係る用地の取得について、議会の議決に付すべき

契約及び財産の取得又は処分に関する条例の規定により、議会の議決を求め

るもの。 

(4) 第 34 号議案 財産の取得について（教育施設課） 

市内小学校、中学校、特別支援学校の無線ＬＡＮアクセスポイントの取得に

ついて、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の

規定により、議会の議決を求めるもの。 

(5) 第 35 号議案 財産の取得について（救急救助課） 

化学消防ポンプ自動車の取得について、議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例の規定により、議会の議決を求めるもの。 

(6) 第 36 号議案 損害賠償の額の決定及び和解について（学校教育課） 

三木市立学校の体育授業中に発生した事故に関する損害賠償額の決定及び

和解について、地方自治法の規定により、議会の議決を求めるもの。 

令 和 8 年 5 月 2 6 日 
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令和 8 年度 6 月補正予算（ 案） の概要 

 

 

中央公民館等複合施設整備事業の受託事業者の決定に伴い、本年度施工分の工事費

等を追加する ほか、 最高裁判決を 踏ま えた生活保護費の追加支給など 、 緊急を要する

経費について補正予算を 編成し ま し た。  

 

１  予算の規模 

                        （ 単位： 千円） 

会 計 名（ 補正号数）  補正前の額 補正額 計 

一 般 会 計 ( 第１ 号)  39, 280, 000 286, 002 39, 566, 002 

 

２  補正予算（ 案） の主な内容 

（ 1） 中央公民館等複合施設整備事業 【 国庫補助】        40, 969 千円  

［ 教育総務部 生涯学習課］  

三木市中央公民館等複合施設基本計画に基づき 、 ４ 公共施設と 商工会館を 集

約化する 中央公民館等複合施設整備事業について、 優先交渉権者である 髙松建

設（ 株） 大阪本店を 代表企業と する グループと 設計施工一括契約を 締結し 、 複

合施設の整備、 維持管理及び自由提案施設の設置を 進めま す。 令和 8 年度は、

工事に係る 設計や中央公民館、みの川会館及び市民ト イ レ の解体に着手し ま す。 

  

（ 今後の予定）  

令和 ８ 年 ７ 月～  基本設計、 実施設計 

令和 ９ 年 １ 月～  解体撤去工事 

令和 ９ 年１ １ 月～  新規複合施設整備工事 

令和１ １ 年 ３ 月   新規複合施設 引渡し  

令和１ ２ 年 ３ 月   自由提案施設 完成 

 

（ 2） 最高裁判決を踏ま えた生活保護費の追加給付【 国庫補助】   213, 444 千円  

［ 健康福祉部 福祉課］  

平成 25 年生活扶助基準改定に関する 最高裁判決を 踏ま えた生活保護法に基

づく 生活保護費の追加給付を 要する こ と から 、 当該事務に対応する ため、 シス

テム改修や業者委託を 行いま す。  

（ 最高裁判決の概要）  

平成 25 年から 平成 27 年にかけて行われた生活扶助基準改定に関する 令和 7 年

6 月 27 日の最高裁第三小法廷判決において、「 デフ レ 調整に係る 厚生労働大臣の

判断の過程及び手続には過誤、 欠落があっ た」 と し て、 当時の保護変更決定処分

令 和 8 年 5 月 2 6 日 
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が取り 消さ れた。 それを 受けて令和 8 年 2 月 20 日付社援発 0220 第 1 号厚生労働

省社会・ 援護局長通知によ り 保護費の追加給付が決定さ れた。  

 

（ 3） 地域農業の担い手によ る 機械・ 施設の導入を 支援【 県補助】   17, 789 千円   

［ 産業振興部 農業振興課］  

地域の中核と なっ て農地を 引き 受ける 担い手の経営改善に必要な農業用機

械・ 施設の導入等の取組を 支援し ま す。  

 

補助金名 支援対象 補助率 

地域農業構造転換支援事業補助金 2 件  3/10 以内  

 

（ 4） 介護現場の負担軽減や職場環境の改善を 支援【 県補助】      8, 500 千円  

［ 健康福祉部 介護保険課］  

 介護現場の負担軽減や職場環境の改善を 進める ため、 モデル事業と し て、 介

護サービ ス 事業所へのケアプラ ンデータ 連携シス テムの導入・ 活用を 支援し ま

す。  

 

（ 5） その他の補正                             

（ 単位： 千円）  

内 容 補正額 所管課名 

【 歳入】 都市構造再編集中支援事業補

助金 
25, 158 都市整備部 都市政策課 

【 歳出】 市内学校で発生し た学校事故

の示談に係る 損害賠償金 
5, 300 教育振興部 学校教育課 
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